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1．はじめに 

1-1．研究背景と目的 

近年、気候変動により降雨強度が増加しているとされて

おり、例えば1時間降水量50mm以上の年間発生回数は増

加傾向にある 1)。ここ数年だけでも、平成30年7月豪雨や

令和元年東日本台風等の豪雨による大規模な洪水が頻発し

ており、人命や社会経済に大きな被害がもたらされている

ため 2)、洪水対策は喫緊の課題といえる。従来、洪水対策

としては、ダム、堤防、貯水施設などの、所謂グレーイン

フラの整備が進められてきたが、気候変動が進む中、それ

らのみの対策では能力や経済性の観点から限界があり、近

年新たな対策のひとつとしてグリーンインフラ（以降 GI）

の導入の検討が進められている 3)。 

米国環境保護庁 4)によると、GIは「植物、土壌システム、

透水性舗装等の透水性表面、雨水貯留と再利用、造園技術

を利用した雨水の貯留・浸透・蒸発等により、下水道や地

表水への流出を低減するための一連の措置。」と定義されて

おり、本論文のGIはこの定義に従うこととする。英国王立

協会 5)や日本学術会議 6)によると、グレーインフラと比較

して整備コストが低いことが指摘されており、グレーイン

フラを補完する新たなインフラとして注目されている。ま

た、令和2年3月には、国土交通省によりグリーンインフ

ラ官民連携プラットフォームが設立されるなど、社会的に

も注目を集めつつあり、個々の要素技術の開発も進められ

ている。しかしながら、現状では「GIをどこに、どの程度

配置すれば効果的なのか？」という点については、不明な

点も多い。そのため、科学的根拠に基づき、GIの機能面か

らその効率的な配置と量を明らかにする必要があると考え

られる。 

GIの洪水抑制機能に関する研究として、まず、現状の活

用状況と課題を整理した伊藤ら 7)と濱中 8)の研究がある。

これらは、GI導入時の課題として導入効果を定量的に示せ

ていないことを挙げており、シミュレーションモデルを作

成し定量的評価を行う必要性が示されている。 

シミュレーションモデルを活用し、GIの洪水抑制効果の

把握を試みた研究として、例えば小河原ら 9)はGIを導入し

た場合のマンホール溢水量、CSO抑制効果を予測し、洪水

対策およびCSO対策としてのGI導入の有効性を示してい

る。また、天口ら 10)はGISを用い、詳細な雨水流出過程の

モデル化手法を提案し、グリーンルーフや流出抑制型水路

の効果を示している。さらに横川ら 11)は、人口減少地域の

農地や湿地を GI と捉え、内水氾濫解析モデルを用いて、 

これら GI の洪水調節機能を示し、また将来土地利用のあ

り方を示している。そして、根岸ら 12)は地下水流動シミュ

レーションを用いて、GIによる地下浸透対策量増加が健全

な水循環形成に寄与することを示している。これら既往研

究は洪水抑制の観点から GI の有効性を定量的に示した研

究であるが、一方で、限られた資源（土地やコスト）の中

での効果的な GI 導入に向けては、複数のシナリオ比較に

より、効果的な GI の配置や導入量を把握する必要がある

と考えられる。 

シナリオ評価を行った研究としては、飯田ら 13)によるも

のがあるが、これは緑地の減少、創出の2点から都市緑地

が有する洪水抑制効果を示したものであり、配置や量につ

いて検討を行ったものではない。また、GIの計画論に関す

る研究として石川ら 14)15)があるが、導入すべきエリアは示

されているもののその量については扱われていない。 

そこで本研究では、洪水抑制の観点からみた GI の効果

的な配置と必要導入量を明らかにすることを目的とした。

具体的には、(1)市街地全域の洪水被害に対して効果的なGI
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配置を把握すること、(2)被害が大きくなる地区に対して効

果的なGI配置とその必要量を把握することとした。 

1-2．研究対象地 

広島県呉市中央地区を対象とした（図1）。この地区は平

成30年7月豪雨の際に外水氾濫、内水氾濫が発生し、家屋

や公共施設において床上浸水、床下浸水による多くの被害

が見られた 16)。また、人口減少が続いており、経済基盤を

支えてきた産業の撤退 17)が進むなど、今後、さらなる税収

の減少が予想されている。そのため、限られた財源の中で

の、計画的な洪水対策が求められており、比較的コストが

低い GI による対策も求められており「第 5 次呉市長期総

合計画」でもGI導入が謳われている。 

1-3．研究の流れ 

本研究の流れを、以下に示す。 

(1) シミュレーションモデルの構築（2章） 

(2) 対象地におけるGI導入モデルの作成 （3章） 

(3) GI導入エリア別の洪水抑制効果の分析（4章） 

(4) GI導入割合と洪水抑制効果の関連分析（5章） 

次章以降では、この流れに従い、方法と結果を記す。 

 

2．シミュレーションモデルの構築 

2-1．入力データ収集と浸水範囲推定マップの作成 

シミュレーションモデルの入力データとして表1に示す

ものを収集した(1)。また、シミュレーションモデルの精度検

証に用いるために、平成 30 年 7 月豪雨の際の浸水範囲推

定マップを作成した。なお、対象地における平成30年7月

豪雨の際の明確な浸水範囲の記録がなかったため、罹災証

明データをGIS上にプロットしたマップ、現地での住民ヒ

アリング調査結果（2021年12月3日実施）、災害時の写真

を利用し、浸水範囲推定マップを作成した（図2）。 

2-2．シミュレーションモデルの作成 

シミュレーションモデルとして、下水道モデルと河川モ

デルを統合した InfoWorks  ICM を用いた。このモデルに

は、一次元と二次元モデルの統合解析技術が組み込まれて

おり、人孔、管渠、排水口、自然水路、人工水路、河川等

の影響が、地上と地下を含めた形で、同時に計算される。

これにより、内水氾濫と外水氾濫の相互作用や下水への再

流入といった、水の流れを再現することが可能となる。 

具体のモデル作成順を以下に記す。(1) 対象地の24970個

の人孔、それらをつなぐ 24728 本の管渠、集水範囲をGIS

上に入力した。なお、この集水範囲は豪雨時に下水道から

多くの溢水が発生し、浸水したことから、合流式下水道と

分流式下水道の雨水管の集水範囲とした（図 3）。(2) 計算

負荷低減のために、雨水流入が発生しない汚水管の削除と、

管径200 mm 未満の合流式下水道に対するランピング処理

図1．対象地 図3．人孔、管渠と集水範囲 

図2．平成30年7月豪雨の際の浸水範囲推定マップ 

使用データ 出典・提供組織

人孔・管渠 呉市上下水道局

罹災証明データ 呉市財務部収納課

二河川・堺川断面情報 広島県河川課

二河川・堺川河川水位 広島県危機管理課

数値標高モデル（5mメッシュ） 国土地理院（基盤地図情報）

土地利用現況 都市計画基礎調査

降雨情報 気象庁

表1．使用した水文資料 
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を行い 18)、人孔1772個、管渠1976本とした（図4）。その

後、集水範囲において人孔を起点としたティーセン分割を

行い、雨水が最寄りの人孔に流れる状況を表現し、人孔、

管渠、下位集水域のデータをモデルに取り込んだ。(3) 集水

範囲における土地利用図（図 5）、数値標高モデル（5m メ

ッシュ）、対象地を流れる2河川（二河川と堺川）の断面と

流量のデータを作成し、それぞれモデルに取り込んだ。な

お、建物部分については、敷地内の非建蔽部分とGI導入時

の浸透能が異なるため、別区分とした。そのため、都市計

画基礎調査の土地利用現況図に加え、建物データ（基盤地

図情報）、航空写真をあわせて用いて、土地利用図を作成し

た。また、流量については、モデル上で2つの河川のH-Q

曲線を作成することで水位を流量に変換し、これを用いた。 

2-3．初期損失、浸透能の設定と精度検証 

地表面の違いによる浸透、流出現象の違いを表現するた

めには、土地利用区分別に初期損失と浸透能を設定する必

要がある。そこで各土地利用区分について、まず対象地の

中から平均的な面積を有する敷地を抽出し、次にその敷地

を構成する各地表面の浸透能をもとに、それらの面積重み

づけ平均値を算出し、これをその土地利用区分の浸透能と

した(2)。なお、道路、駐車場、浸透域、水面の土地利用につ

いては、文献9の値をそのまま浸透能として用いた（表2）。

モデルの精度検証として、2-1で作成した平成30年7月雨

の浸水範囲と、同様の降雨を与えたシミュレーション結果

の比較を行った（図6）。なお、ランピングを行うことによ

り、末端管渠の排水能力不足に起因する溢水や流出の遅れ、

上流側で分水されなかった水の主要管渠への直接流入が発

生するため、これらを考慮する必要がある。そこで、同様

のランピングを行った文献 19 の手法を参考に (3)、時間最

大降水量が20[mm/hr]となるよう、流量制限 19)を行った。   

なお、対象地には図1に示す通り2つの河川が流れてい

るが平成 30 年 7 月豪雨の際、二河川では氾濫が見られな

かったため、二河川流域については、「浸水想定区域」を示

した。図6を見ると、シミュレーション結果と、平成30年

7 月豪雨の推定浸水範囲（二河川流域は浸水想定区域）の

重なる面積を実測範囲で除した値は 64.8%であり、本モデ

ルは一定程度妥当と考えた(4)。なお、このようなシミュレー

ションモデルの精度値を、浸水範囲を用いて算出した既往

研究は見られなかった。 

 

3．導入GI、浸透能、入力降雨の設定  

3-1．各土地利用区分の導入GIと浸透能 

各土地利用区分における GI 導入後の浸透能を算出する

土地利用 先行事例・参考文献 土地利用 先行事例・参考文献

建物 住宅（高浜市）・21) 商業・工業用地
ニチベイ工場

（愛甲郡愛川町）・25)

住宅用地
あめにわ憩いセンター
（福岡市城南区）・22)

歩道あり道路 9)

公共公益施設用地
青梅市立第一小学校
（青梅市本町）・23)

歩道なし道路 9)

公共空地
カナドコロ

（川崎市麻生区金程）・24)
駐車場

埼玉県庁敷地内駐車場
（さいたま市浦和区高砂）・26)

土地利用 初期損失(mm) 浸透能(mm/hr) 土地利用 初期損失(mm) 浸透能(mm/hr)

建物 0 0.01 歩道あり道路 0.5 0.01

住宅用地 2 11 歩道なし道路 0.5 0.01

公共公益施設用地 2 16 駐車場 0.5 0.01

公共空地 4 20 浸透域 2 200

商業・工業用地 2 3 水面 0 0

表3．GI先行事例 

表2．土地利用毎の浸透能計算 

土地利用 地表面 面積(㎡)
浸透能
(mm/hr)

土地利用 地表面 面積(㎡)
浸透能

(mm/hr)

建物
浸透トレンチ、浸透桝 86 50 住宅用地

(32.3%)

浸透型植栽 42 100

全体 86 50 全体 42 100

商業工業
用地

(48.6%)

透水性舗装 1160 100

公共公益
施設用地
(73.5%)

芝地 5570 22

透水性舗装（轍） 80 100 レイズベッド 680 200

芝地 220 22 透水性舗装 760 100

樹木 230 200 樹木 320 200

植栽 60 100 全体 7330 54

全体 1750 98

歩道あり
道路

透水性舗装 100 100

公共空地
()

芝地 1210 22 街路樹帯 20 150

マルチング 830 50 車道 120 0

レイズベッド 330 200 植栽 10 100

樹木 600 200 全体 250 56

全体 2970 86

歩道なし
道路

透水性舗装 10 100

駐車場

透水性舗装 240 100 バイオスウェル 5 100

透水性舗装（轍） 120 100 車道 35 0

芝地 240 22 全体 50 30

全体 600 69 ※括弧内の数値は選定した土地利用ごとの非建蔽率。

図4．ランピング後の人孔、管渠 

図5．土地利用図 

図6．精度検証結果 

表4．土地利用毎の浸透能計算 
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ために、土地利用区分別に平均的な面積を有する敷地を対

象地の中から選定した。その後、その地表面区分別面積を

航空写真とGISを用いて計測し、これを各土地利用区分の

地表面区分別面積とした。次に先行事例（表3）を参考に、

土地利用区分別にGI導入イメージモデル（図7）を作成し

た後、イメージモデルにおける地表面区分別の面積と文献

9、13、27 で示されている浸透能の値より、土地利用区分

別の浸透能を算出した(5)(6)(7)（表4）。なお、建物以外の各土

地利用区分の浸透能は建物部分を除いた面積を対象とした。 

建物については、建物周囲に集水桝とそれに接続する幅

10cm程度の側溝を設け、その集水桝から下水道への流入の

50%を浸透トレンチ、浸透桝へと流入させる計画とし、そ

の結果、浸透能50[mm/hr]と設定した。住宅用地については、

浸透型植栽空間とすることで浸透能100[mm/hr]とし、公共

公益施設用地については、土で覆われたグラウンドを芝地

へ、コンクリート舗装部分を透水性舗装、花壇をレイズド

ベッドにすることを想定し(8)、浸透能54[mm/hr]と設定した。

公共空地については、舗装を芝地に、土の表面部分は樹皮

をマルチングしたもので覆うことにより浸透能を

74[mm/hr]と設定し、商業・工業用地については、駐車スペ

ースの轍以外の部分に透水性舗装、芝、樹木を配置するこ

とで浸透能 99[mm/hr]と設定した。歩道あり道路について

は、歩道に透水性舗装と街路樹帯を整備し、中央分離帯を

緑化することで浸透能 30[mm/hr]を、歩道なし道路につい

ては、路側帯部分を透水性舗装、道路面の一部にバイオス

ウェルを配置するコミュニティ道路とすることで、浸透能

52[mm/hr]を、それぞれ確保することとした。駐車場につい

ては、轍以外の部分の芝地化と透水性舗装により浸透能

71[mm/hr]と設定した。 

3-2．入力降雨 

実際に対象地に大きな被害をもたらした、平成30年7月

豪雨を入力降雨とした（図8）。具体的には、呉特別地域気

象観測所で観測された1時間雨量50mm、3日間（72時間）

の総雨量445mmを集水範囲に対して一様に与えた。なお、

2-3の精度検証と同様、時間最大降雨量は20[mm/hr]とした。 

 

4．GI導入エリアの違いが洪水抑制効果に与える影響分析  

4-1．目的と方法 

本章では、シナリオ分析法を用いて、GI導入エリアの違

いによる、市街地全域の洪水抑制効果の大小を比較するこ

とで、GI 導入が効果的な（洪水被害の低減効果が大きい）

配置を明らかにすることを目的とした。評価指標としては

洪水曝露人口と経済被害を用い、これを、各GI導入エリア

シナリオについて算出し、現状（平成30年7月豪雨時）の

値と比較することで、評価を行うこととした。なお、本章

で用いるGI導入エリアシナリオについては、次節で示す。 

ここでの、洪水曝露人口は、洪水被害を受ける人の数と

し、浸水深は考慮せず、浸水範囲のみを考慮した。具体的

には、シナリオ別の浸水範囲と町丁目別人口をGIS上で重

ね合わせ、 式(1)により算出した。また、経済被害額は浸水

被害を受ける建物を対象に、国土交通省の治水経済調査マ

ニュアル 28)29)を用いて、式(2)により算出した。 

曝露人口(人)=町丁目人口(人)×
町丁目の浸水面積�㎡�

町丁目面積�㎡�
 

７月５日 ７月７日

(h)1 4 7 10 13 16 19 22 25 28 31 34 37 40 43 46 49 52 55 58 61 64 67 70

１時間雨量

累計雨量

（mm/hr）

（mm）

（mm）（mm/hr）

７月５日

1 4 7 10 13 16 19 221 4 7 10 13 16 19 22 1 4 7 10 13 16 19 22 1 4 7 10 13 16 19 22

流量制限（mm/hr）

図7．GI導入イメージモデル 

図8．平成30年7月豪雨降水量（7月5日-7月7日） 

図9．GI導入のエリア区分 

…(1) 
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4-2．GI導入のシナリオ作成 

対象地を、まず都市機能が集積する平地エリアと、戸建

て住宅が多く立地する郊外の斜面地エリアに分け、さらに

斜面地エリア内においても場所により集水域が異なるため、

斜面地エリアを北、東、西の3エリアに分け、計4エリア

に分けた（図 9）。次に、各エリアにGI を導入したシナリ

オ（4 シナリオ）、4 エリアの中の 2 エリアにGI を導入し

たシナリオ（全組み合わせで計6シナリオ）、4エリアの中

の3エリアにGIを導入したシナリオ（全組み合わせで計4

シナリオ）、全エリアにGI を導入したシナリオ（1 シナリ

オ）を作成した。これら4エリアは、行政区のまとまりに

配慮し、また GI 導入が可能な面積が同程度になることを

意図し設定した。なお、将来的には、GI導入推進区域の検

討に資することを意図し、このようなシナリオ設定とした。 

GI導入エリア別の浸透能については、3章で作成した土

地利用区分別の浸透能（GI導入時）と土地利用図を利用し

て算出した(9)。なお、使用したモデルの制約上、GI導入エ

リア内の各下位集水域の浸透能を4種のいずれかとする必

要があるため、各下位集水域について4種の浸透能の中か

ら、最も近い値を割り合てることとした。これにより一定

の誤差が生じるが、平均的な傾向は得られると考えた。 

4-3．GI導入エリアシナリオの評価 

各シナリオのシミュレーション結果より算出した洪水曝

露人口と経済被害額を図10に示す。また、この結果より読

み取れる事項を以下に示す。 

・ いずれのシナリオも、現状に比べると、大きな洪水抑

制効果が見られる。 

・ 洪水曝露人口については、1つのエリアへのGI導入に

より、現状に比べ20～50%程度の被害低減効果が見ら

れ、特に、平地エリアのGI導入が最も効果が大きい。 

・ それに対し、西エリアへのGI導入シナリオは、洪水曝

露人口の被害低減率が27%程度と相対的に小さい。 

・ 東・西エリアへのGI導入シナリオ（2エリア導入）は

76%程度の被害低減効果（洪水曝露人口）が見られ、

これは中央・北・東エリア（3エリア導入）、中央・北・

西エリア（3エリア導入）へのGI導入シナリオとほぼ

同程度である。 

・ 全エリアへ GI を導入した際の洪水曝露人口低減率は

99%を超え、大きな効果が見られる。 

・ 経済被害額については、洪水曝露人口と比較すると、

GI導入が効果的なエリアが異なる。 

・ 1つのエリアへのGI導入では、中央エリアと東エリア

が、それぞれ経済被害額低減率46%程度、43%程度と

高い効果が見られる。 

・ 浸水被害が見られない上流域の北エリアに対しての

GI導入によっても、経済被害額の低減効果がみられる。 

以上の結果より考察すると、今後の GI 導入に向けた知

見として以下の事項が考えられる。 

 元々非浸透面が多い平地エリア（市街地中心部）への

GI導入による雨水流出低減効果が大きい。さらに、平

地エリアは人口集積が大きいので、人的被害の低減度

合いが大きい。 

 北エリアと東エリアの下流域の人口が比較的多いの

に対して、西エリアの下流域の人口が比較的少ないた

め、人的被害低減の観点からは、西エリアに比べ、北

エリアと東エリアへのGI導入の方の効果が大きい。 

 中央エリアと東エリアへのGI 導入は、下流域に建物

密集地があるため、経済的被害の低減効果が大きい。 

 下水道管渠、河川・水路で結ばれている上流域へのGI

導入は、下流域の浸水改善に寄与すると言え、本節の

結果をもとに、例えば、GI導入の優先順位を決めるこ

とも可能と考えられる。具体的には、1つのエリアに

導入するシナリオでは、平地エリアと東エリアが大き

いものの、2つのエリアに導入するシナリオでは、平

地・東エリアに比べ、東・西エリアへのGI 導入効果

が最も大きく、また、3つのエリアに導入するシナリ

オでは、平地＋その他の2つのエリア（北、東、西の

中から2つ）より、北・東・西エリアへの導入効果が

大きい。このように、東エリアへの導入は単一エリア

の導入だけでなく、複数エリア導入の際にも大きな効

経済被害額(千円)=延床面積(m2)×浸水深別被害率 

×都道府県別1m2あたりの評価額(千円/m2)率   …(2) 

図10．GI導入シナリオごとの曝露人口と経済被害額 
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果を有しており、優先順位は高いと考えられる。また、

東エリアに対しては、2つのエリアへの導入では、西

エリアが、3つのエリア導入では、北と西エリアへの

導入が大きいことから、対象地GI導入の優先順位は、

東、西、北、平地の順が適当と考えられる。 

また、本節の成果をもとに、一般化可能な都市計画的な

知見を挙げると、GI導入が浸水被害対策に有効であること、

対象地における人口と経済的資産の空間分布が異なると

GI導入が効果的なエリアが異なること等が考えられる。 

 

5．GI導入割合と洪水抑制効果の関連分析 

5-1．目的と方法 

本章では、現状で被害が大きい地区の被害軽減を意図し、

効果的なGI導入エリアと必要GI導入量を把握することを

目的とした。なお、4 章では、対象地全域の観点から、GI

導入エリアの違いによる効果の差異を、住民視点から把握

するために、曝露人口や経済被害額を評価指標としたが、

本章では物理的に総氾濫量や浸水面積が 0 となる GI 導入

量を把握することが目的であるため、これらを指標とした。

対象地区は、呉市中心市街地に位置し、日常的に人々が集

まり、また平成30年7月豪雨の際に、特に甚大な被害が見

られた呉市役所周辺とレンガ通り周辺の2地区とした。ま

ず、4章で行った16シナリオのシミュレーション結果をも

とに、これら 2 地区に対して効果的な GI 導入エリアを把

握した。次に、それらのエリアに対してGI導入割合を段階

的に減少させることで、洪水被害抑制のための最低限必要

なGI導入割合を明らかにすることとした(10)。なお、洪水抑

制効果については、総氾濫量減少割合（式(3)より算出）と、

浸水面積減少割合（式(4)より算出）の2つを指標とした 。 

5-2．GI導入効果が有効なエリアの検討 

 1つのエリアにGIを導入する4つのシナリオ、それぞれ

の呉市役所周辺の浸水状況をみると、呉市役所周辺に対し

ては、北エリアにGIを導入するシナリオで、最も大きな効

果が見られ、総氾濫量は95%程度の減少であった（図11）。

レンガ通り周辺については、1つのエリアにGIを導入する

シナリオの、いずれにおいても大きな改善が見られなかっ

たため、2つのエリアにGIを導入したシナリオの効果を比

較した。その結果、平地・東エリアへGI導入を行うシナリ

オで、最も大きな洪水抑制効果が見られ、総氾濫量は99%

以上の減少であった（図12）。そこで、次節では、呉市役所

周辺の洪水被害抑制に向けては、北エリアへの GI 導入シ

ナリオ（１エリア導入）、レンガ通り周辺の洪水被害抑制に

向けては、平地・北エリアへのGI導入シナリオ（2エリア

導入）、をそれぞれ対象シナリオとし、GI 導入割合を段階

的に変化させ、それぞれの効果を調べることとした。 

5-3．洪水対策のための最低限のGI導入割合の検討 

呉市役所周辺のGI導入割合別の洪水抑制効果を図13に、

また、これにより読み取れる事項を以下に示す。 

・ 総氾濫量については、GIを最大限導入した際に95%程

度の抑制効果が見られるが、GI導入割合を27.3%まで

減少させても、総氾濫量減少割合に変化は見られない。

しかし、27.3%より小さくなると総氾濫量減少割合は

小さくなる。 

・ 同様に浸水面積についても、GI 導入割合が 27.3%～

100%では変化がないが、27.3%より小さくなると、浸

水面積減少割合も小さくなる。 

 次にレンガ通り周辺の GI 導入割合別の洪水抑制効果を

図14に、また、これにより読み取れる事項を以下に示す。 

総氾濫量減少割合(%)= 

(1- 
��導入時の氾濫量�㎥�

対策なしの際の氾濫量�㎥�
 ）×100         …(3) 

浸水面積減少割合(%)= 

(1- 
��導入時の浸水面積�㎡�

対策なしの際の浸水面積�㎡�
 ）×100       …(4) 

図11．呉市役所周辺の浸水変化 図12．レンガ通り周辺の浸水変化 図11．呉市役所周辺の浸水変化 
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・ 総氾濫量については、GIを最大限導入した際に99%以

上の抑制効果が見られるが、GI導入割合を33.3%まで

減少させでも、総氾濫量減少割合に変化は見られない。

しかし、33.3%より小さくなると総氾濫量減少割合は

小さくなる。 

・ 同様に浸水面積についても、GI 導入割合が 33.3%～

100%では変化がないが、33.3%より小さくなると、浸

水面積減少割合も小さくなる。 

 以上の結果より、対象地においては、上流域のGI導入割

合が 27.3%程度でも、呉市役所周辺では大きな洪水抑制効

果が期待できると言える。また、レンガ通り周辺について

は、GI導入割合が33.3%程度でも、大きな洪水抑制効果が

期待できると考えられる。 

 一般化可能な都市計画的な知見の獲得に向けて、本節の

成果より「ポテンシャルの 3 割程度の GI 導入により、大

きな効果が期待できる可能性」が考えられるが、この点に

ついては、より多くの検討事例を蓄積する必要があり、今

後の課題としたい。 

 

6．結論 

本研究では、広島県呉市中央地区を対象に、シナリオ分

析法を用いて、(1) 市街地全域の被害に対して効果的なGI

配置を把握し、また(2) 被害が大きい地区に対して効果的

な GI 配置とその必要最低限の量を把握することで、洪水

対策の観点から見た GI の効果的な配置を示した。主な成

果は以下に記す。 

1. GIは大きな洪水抑制効果を有している。特に、対象地

全域に対して最大限のGI を導入することで洪水暴露

人口、経済被害ともに99%以上の被害軽減が見込まれ

る。これが対象地のGIのポテンシャルといえる。 

2. GI 導入を行うエリアによって、洪水抑制効果が異な

る。特に、2つのエリアに導入する際は東エリアと西

エリアのように、下流域が離れているエリアでの GI

導入が、対象地全域の洪水被害軽減の観点から見ると、

有効と考えられる。 

3. 洪水曝露人口、経済被害の 2 指標では、効果的な GI

導入エリアが異なる。そのため、GI 導入に際しては

「何を優先的に守るか？」という観点も必要と考えら

れる。 

4. 平成 30 年 7 月豪雨の際に、洪水被害に対して脆弱な

エリアであった、呉市役所周辺に対しては北エリアへ

のGI 導入、レンガ通り周辺に対しては、中央・東エ

リアへのGI 導入が有効であり、また、ポテンシャル

の 3 割程度のGI を導入することができれば、大きな

効果が得られるものと考えられる。 

1は、文献9で示されている傾向と同様である。しかし、

文献9が内水氾濫を対象にしているのに対し、本研究は内

水氾濫に加えて外水氾濫を考慮しており、この点において

文献9と異なる。これにより、本研究の対象地における被

害に対して、外水氾濫の影響は小さく内水氾濫による被害

が大きいと言え、対象地においては、内水氾濫への対策を

重点的に行うべきと考えられる。また、このような知見は

内水氾濫に加え、外水氾濫を考慮した本研究のモデルによ

る成果と言える。また、2～4については、本研究により得

られた新たな知見である。 

最後に、今後の都市計画的提言への課題を以下に記す。 

 本研究により得られた知見は、対象地に限られたもの

であるが、本研究のような検討を蓄積し、一般化した

ガイドラインを作成する必要があると考える。 

 GI 導入にあたっては、浸水被害軽減以外の観点から
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図14．レンガ通りにおけるGI導入割合別の洪水抑制効果（左図：総氾濫量減少割合，右図：浸水面積減少割合） 

図13．呉市役所周辺におけるGI導入割合別の洪水抑制効果（左図：総氾濫量減少割合，右図：浸水面積減少割合） 
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の評価も必要と考えられる。具体的に、GIに期待され

る効果としては、熱環境緩和、生態系保全、環境教育

の場の影響等があるが、GIの社会実装に向けては、多

様なステークホルダーとの協議の中から、その場所の

特性に適した効果に着目する必要があると考えられ

る。 
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【補注】  

(1) モデル作成に使用した資料は、地方自治体が整備・管理するデータが

多く、本モデルの作成には地方自治体の協力が必要である。また、各

データの刊行年・地図縮尺は以下の通りである。 

・呉市上下水道局(2020)：下水道台帳データ(縮尺1:2500) 

・呉市財務部収納課(2021)：罹災証明データ(縮尺1:2500) 

・広島県河川課(2020)：堺川・二河川横断図(縮尺1:2500) 

・広島県危機管理課(2021)：二河川・堺川水位 

・国土地理院(2021)：数値標高モデル(5mメッシュ) 

・都市計画基礎調査(2016)：土地利用現況(1:2500) 

・気象庁(2021)：降雨情報 

(2) 文献9の浸透能の値は、本研究の対象地外で出された値であり、この

値を本研究で使用する際、誤差が生じる可能性がある。しかし、精度

検証の結果、本研究のシミュレーションモデルは一定の精度が見ら

れたため、今回はこれを用いることとした。シミュレーションモデル

の更なる精度向上は、今後の課題としたい。 

(3) 文献19では、ランピングモデルに実際の降雨57.9[mm/hr]と、流量制

限を行った降雨20[mm/hr]の2つの降雨を与え、精度比較が行われて

いる。その結果、流量制限を行った方で、より高い精度が得られてい

ることから、本研究においても20 [mm/hr]を用いた。 

(4) 図6の「浸水想定区域」は、文献20を参照し作成した。これは、50

年確率降雨が対象地に降った際の河川氾濫による浸水エリアが示さ

れている。 

(5) 文献9、13の浸透能の値は、本研究の対象地外で出された値であり、

この値を本研究で使用する際、誤差が生じる可能性がある。しかし、

実際の浸透能の数値を設定するには理論的にも技術的にも困難を伴

うため、既往文献の浸透能を用いた。 

(6) 本研究で設定した浸透能は、対象地外で計測された値であり、土壌等

の地域性により、結果に一定の誤差が生じる可能性がある。ただし、

その誤差は土地利用区分の差に比べ小さく、シナリオ比較を意図し

た本研究の意図を考慮すると、その誤差の影響は小さいと考えた。ま

た、都市計画上、住宅用地や商業・工業用地等の民有地へのGI導入

を行うためには、土地所有者の合意が必要であり、その合意形成手法

については今後の課題としたい。 

(7) 平面図の一例として、商業・工業用地における現状とGI導入後のも

のを示す。 

(8) レイズドベッドは一般的な花壇より一段高くしたもので、水はけが

良く浸透能が高いとされている。本研究では、文献27で示されてい

る浸透能の値を用いた。 

(9) モデルの制約により、地表面区分（初期損失、浸透能の組み合わせ）

の設定可能区分数の上限は12であるため、それに合わせる必要が生

じた。そこで、具体的には、建物、住宅用地、公共公益施設用地、公

共空地、商業・工業用地、道路又は駐車場、浸透域、水面、GI 導入

エリア浸透能（4つ）の計12の浸透能を設定した。なお、GI導入エ

リア浸透能については、エリア内の下位集水域別の浸透量[mm3/h]を

全て算出し、その値により全下位集水域を昇順に並べ、それらを均等

に 4 グループに分けた後、4 グループそれぞれについて平均浸透量

（面積で重み付け）を算出し、これをグループ内の下位集水域に割り

当てることで、GI導入エリアの浸透能を算出した。 

(10) GI 導入割合とは、各GI 導入エリア全域の面積に対する、GI 導入面

積の割合とした。具体的には、補注(9)で示した 4 種の浸透能の中で

最も浸透能の低い値をGI導入エリア全体の浸透能と仮定し、その浸

透能を 5[mm3/hr]ずつ減少させた。モデル上では浸透能の変化として

表現したが、これはGI導入割合と同義と考えた。ここでは、GIの最

大限導入可能なポテンシャルに対して、どの程度のGI導入が必要か

を把握することが目的であるため、このような設定とした。 
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